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第１８７号議案

令和６年度長崎市一般会計補正予算（第８号）
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近年、物価高が続いていることから、特に低所得世帯
においては、家計が厳しい状況となっている。
また、低所得世帯の中でも世帯人数が多い子育て世帯
において、物価高により生活が非常に困窮している。

１ 現 状（と課題）

予算説明書

事 業 名 補正額
ページ 款 項 目 番号

30～31 ３
民生費

１
社会福祉費

10
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金費

１-１ 物価高騰対応重点支援給付金
給付事業費（給付金）

千円
２，１１３，６７０

1人（本人のみ） ～965,000円

2人（本人＋扶養者等1人） ～1,469,000円

3人（本人＋扶養者等2人） ～1,879,999円

4人（本人＋扶養者等3人） ～2,327,999円

◆住民税非課税水準の給与収入（世帯人数別）

低所得世帯の物価高騰による家計への
負担を軽減する。

対象見込世帯 Ｒ６年度課税状況を基に算定

◆住民税非課税世帯 ：66,367世帯
◆住民税非課税世帯の子ども ： 6,133人

※平成18年4月2日生まれ以降の児童

２ 対応方針

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用
し、住民税非課税世帯に対して３万円を支給するとと
もに、18歳以下の子どもがいる場合には１人あたり２
万円を加算して支給する。
①住民税非課税世帯
66,367世帯 × ３万円＝1,991,010千円

②住民税非課税世帯の子ども
6,133人× ２万円 ＝ 122,660千円

計（①＋②） 2,113,670千円

３ 事業概要
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◆給付金の詳細について12月中旬に国が事務連絡等を発出した場合の想定スケジュール（案）

※今後の状況により、スケジュールが変動する可能性がある。

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10

５ 財源内訳

４ スケジュール（案）

令和６年度 令和７年度

12月 1月 2月 3～5月 6月 7月

準備期間

コールセンター

支給のお知らせ等発送

申請期間

支給期間

区分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

11月補正 2,113,670 2,113,670 － － － －

補正後 2,113,670 2,113,670 － － － －

（単位：千円）
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物価高騰対応重点支援給付金の支給実施に係る経費を計上するもの。
１ 概要

予算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

30~31 ３
民生費

１
社会福祉費

10
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金費

1-２ 物価高騰対応重点支援給付金
給付事業費（事務費）

千円
８８，８０２

２ 事業内容

区分 金額（千円） 主な内訳

報 酬 2,476 会計年度任用職員報酬
（地域センター7か所に相談窓口職員を配置）

職 員 手 当 等 1,312 職員時間外勤務手当

共 済 費 475 雇用保険料（会計年度任用職員分） 等

旅 費 136 会計年度任用職員通勤費

需 用 費 868 消耗品、提出勧奨はがき（未提出世帯）の印刷製本費

役 務 費 18,106 郵送料、口座振込手数料 等

委 託 料 65,200 ・コールセンター運営等業務委託（54,000千円）
※コールセンター業務・確認書等審査業務・窓口対応業務（中央・西浦上・滑石）
・システム改修等業務委託（4,400千円）
・確認書等作成・封入封緘業務委託（6,800千円）

使用料及び賃借料 229 ＯＡ機器借上料 等

計 88,802
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※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10

３ 財源内訳

区分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

11月補正 88,802 88,802 － － － －

補正後 88,802 88,802 － － － －

（単位：千円）
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給付金の給付が年度内に完了しない見込みであるため。

１ 繰越額及び財源内訳

区分 金額
財源内訳

国庫支出金 地方債 一般財源

物価高騰対応
重点支援給付金
給付事業費
（給付金）

補正後の予算現額 2,113,670 2,113,670 - -

支出予定額 - - - -

繰越明許費 2,113,670 2,113,670 - -

物価高騰対応
重点支援給付金
給付事業費
（事務費）

補正後の予算現額 88,802 88,802 - -

支出予定額 33,198 33,198 - -

繰越明許費 55,604 55,604 - -

【繰越明許費】

２ 繰越事由

（単位：千円）

款 項 目 事業名 金額

３
民生費

１
社会福祉費

10
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金費

物価高騰対応
重点支援給付金
給付事業費

給付金 千円
２，１１３，６７０

事務費 千円
５５，６０４

（予算説明書 70～71ページ）
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（１） 給付金 2,113,670千円

①住民税非課税世帯

66,367世帯 × ３万円＝1,991,010千円

②住民税非課税世帯の子ども

6,133人 × ２万円 ＝122,660千円

（２） 事務費 55,604千円

３ 繰越事業内訳

区分 金額（千円）

報 酬 1,238

職 員 手 当 等 750

共 済 費 239

旅 費 68

需 用 費 793

役 務 費 10,348

委 託 料 42,036

使用料及び賃借料 132

計 55,604
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